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第 4 章 まちづくり志向の商店街論に対する地域社会学的 
アプローチの方途 ―商店街の社会的機能に着目して― 
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０ 本稿の目的 
 近年、商店街（1）について注目が集っている。その多くは、まちづくりと併せて語られ
る傾向がある。言い換えれば、商店街のコミュニティ機能への見直しや推進が論じられ、
実践されてきている。特に東日本大震災以降、「コミュニティ・インフレーション」（コミ
ュニティに対する過剰な期待や願望がコミュニティの実態から乖離したところで一方的に
ふくらむ状態）（吉原 2013）の真只中であることと無関係ではないだろう。 
 ただ、商店街に対する注目は、好意的なものばかりではなく、商店街やそれを運営する
商店街組織の存在価値を問う意見も出てきている。地域再生プランナーの久繁哲之介は、
必要な商店街の取捨選択が必要であることを述べている（久繁 2013）。また、商店街活性
化のコンサルタントを行ってきた辻井啓作は、商店街組合の硬直した体質に疑問を抱き、
組合の存在が地域活性化の阻害要因とまで指摘している（辻井 2013）。こうした商店街や
商店街組織に対する要／不要論が展開されている中、商店街や商店街組織は社会的にどの
ような位置づけをされているのだろうか。本稿では、商店街や商店街組織の社会的位置づ
け、特に地域社会における社会的機能（2）がどのように論じられてきたのかを確認するこ
とで、近年の商店街や商店街組織への注目の背景を整理していく。その作業を通して、商
店街や商店街組織に対する地域社会学的アプローチの方途を探る。 
 
 
１ 社会学による商店街研究 
1.1 商店街の歴史的経緯の分析 
商店街を社会史的に分析した新雅史は、商店街を 3 つの期間に分類した。新によると商
店街の変遷は、Ⅰ．1920～1945 年：商店街の胎動期、Ⅱ．1946～1973 年：「両翼の安定」、
Ⅲ．1974 年～：崩壊期に分類できるという（新 2012）。 
Ⅰ．は、人口の都市流入による零細小売商をまとめるために商店街が政策的に「発明」
された初期を指している。つまり、商店街は近代の社会政策―新しいもの―であることを
提唱している。具体的には、2 つの世界大戦における戦間期の社会政策に商店街の契機を
見出している（新 2011）。経済発展の過程で共通する（グローバルな）社会問題としての
農民層の崩壊とそれに付随した無秩序な零細小売層の増加問題に対して、日本的（ローカ
ルな）解として「発明」されたのが商店街だという。当初の社会政策としての商店街は、
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①地域性、②協同性、③娯楽性の３つを兼ね備えたものとして形成されていく(3)。（しかし、
戦後の社会的変遷により商店街認識や社会政策としての要素が消失していくことになる。） 
Ⅱ．は、第 2 次世界大戦後から高度経済成長期にかけて、完全雇用という政策目標に従
い、雇用を吸収する零細小売商など中小企業の保護を政策的に行い、サラリーマン層と自
営業層との「両翼の安定」が達成される時期を指している。（「両翼」であったことに自覚
的でない多くのサラリーマン層が商店街による「既得権益の獲得」に対して「被害者意識」
を高めるのもこの時期であるという。） 
最後のⅢ．は、商店街がコンビニのフランチャイズ・チェーン展開に便乗することで商
店街の内側から崩壊へと向かっていく今に至る時期を指している。「自由な商取引」と「地
域の紐帯」との二項対立から抜け出す道を探っていたスーパーマーケット業界が、商店街
の各店舗が保持していた「既得権」（酒販免許保持者の保護など）を利用する形でコンビニ
を増設していく過程であるという（新 2007）。あらゆる商品を扱うコンビニの台頭は、商
店街が専門店の集積であった状況を変容させていく。 
Ⅰ．～Ⅲ．の経過によって、商店街は、保守勢力との結託する「恥知らずの圧力団体化」、
特定の商品を扱う上での「専門性の欠如」、商店主個人に権益を与える「閉ざされた権益」
へ至ったと新は述べている。その上で、「地域社会の自律につながる規制」（新 2012:205）
が必要であると展望している。個店ごとに保持されている権益を地域単位で維持管理し、
若者などの新規参入を受け入れつつ、地域のケアをコントロールしていく規制が求められ
ると提唱している。 
商店街について社会政策と併せて社会史的経緯を追っていくと、硬直的な組織体質に至
った経緯が読み取れる。それを受けて、地域活性化の立場からは商店街（組織）の要／不
要論が展開されている。しかし、要／不要論の立場は、社会政策上の問題であることをふ
まえていない場合がある。更に別の観点から言えば、自営業者層が果たしてきた地域文化
の維持機能については見落としていることが多い。 
 
1.2 地域文化という視点～自営業者層への着目 
地域文化という視点から言えば、商店街組織を含む自営業者層によって地域での文化活
動が維持されてきた側面を見逃せない。玉野和志は、都市化の過程で流入・定着した都市
自営業者層の二代目が中心となって創設し、担い手となった「二社祭り」について詳細に
描いている（玉野 1999,2005:69-116）。1 度は町会によって「封印」された神輿が、1970
年代後半に商店街組合の世代交代を機として復興されていくことから、1970 年代以降を
「この町で住民が世代的に再生産される見込みが初めて現れた」時代と述べている（玉野
2005:115）。 
しかし、商店街組織が若手自営業者層と決別するケースもある。矢部拓也は滋賀県長浜
市の「黒壁」をめぐる地域活動の担い手として若手の「自営業主層」を挙げているが、（旧
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来からの）商店街組合とは対抗的な立場であると述べている（矢部 2006:97-98）。この事
例から、自営業者層と商店街組織は必ずしも重複しないことが指摘できる。 
 ここでは、地域文化の担い手という社会的機能を自営業者層が果たしてきたと指摘され
ている。ただ、自営業者層と商店街組織が重複しないケースもあり留意が必要である。つ
まりは、商店街組織については、自営業者層の研究を参照しつつも商店街組織の研究とし
て独自に行う必要があることが示唆される(4)。 
 
1.3 鈴木栄太郎による結節機関としての商店街 
 日本における農村社会学や都市社会学の草創期を築いた鈴木栄太郎は、都市を形成する
結節機関の 1 つとして商店街組織を取り上げていた（鈴木 1957=1969:257-270）。それだ
け当時の都市において商店街組織が「社会的交流」の結節として位置づいていたと解釈で
きる。鈴木栄太郎が商店街組織について書いた 1957 年は、新の商店街分類で言えば、Ⅱ．
1946～1973 年：「両翼の安定」にあたることから、商店街の社会的位置づけとも合致する。
この頃の商店街組織の様子がわかる鈴木の言葉を引用しておこう。 
 
商店街組合結成の由来は、根本的には、もっと地道な小売商人達らしい期待からであ
るようである。即ち、一画に集っている商店が、互いに相戒めて、その商店街の信用
を高めるよう誠実な商業経営に努力し、また来客の便宜を図るために商店街の整理や
美観を顧慮し、店舗の構えを制限する事など、庶民としての小売商人達の自己犠牲的
商魂の現われによるものである。（鈴木 1957＝1969:259） 
 
商店街組合の活動によって、商店街はますます美化され、ますます往来が便利になり、
そこに行くのがますます快適となるというのは当然で、都市の住民はますます商店街
に集まるようになり、ますますそこを利用しそこを愛するに至ると期待されるのであ
る。商店街が都市のシンボルのように感ぜられるのは、何れの都市においても近時一
般にみられる傾向であるが、この傾向を助長したのは、直接には商店街組合の活動で
ある。（鈴木 1957＝1969:259） 
 
鈴木の言葉から、都市を形成する結節機関の 1 つとしての商店街は、「都市の住民」が
集る場として位置づいていたことが読み取れる。更に言えば、「商店街の整理や美観」「店
舗の構えを制限」「都市のシンボル」といった言葉から、社会政策の一環として成立した商
店街の理念（地域性など）や、今日で言うところのまちづくりの要素も読み取ることがで
きる。 
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1.4 小括 
社会学では、社会史論として、商店街の形骸化と硬直化に至る経緯がまとめられてきた。
それによると、社会政策としての商店街の「発明」当初は、理念型としての社会的機能（①
地域性、②協同性、③娯楽性）が構想されていたこと、その一方で当初の理念は実質的に
消失していったことがわかる。また、地域社会論として、自営業者層による地域文化を担
うという社会的機能が論じられる中、自営業者層の一部として、商店街は維持の担い手側
／対立側の双方で登場してきた。この社会史論や地域社会論における商店街と、近年のま
ちづくりと併せて語られる商店街はどのように接続するのだろうか。 
商店街が都市を形成する結節機関の 1 つだとしていた鈴木の論は、商店街の社会的機能
を広く捉えており、近年のまちづくりについて説明可能な射程があるのではないかと考え
られる。商店街の社会的機能について、政策による商店街分類の整理と商学研究の知見か
ら抽出し、社会史論や地域社会論における商店街と、近年のまちづくりと併せて語られる
商店街はどのように接続するのか検討していきたい。 
 
 
２ 政策による商店街分類 
2.1 商業統計（経済産業省）による分類 
 まず、商店街に関する公共的なデータにおいて、最も大規模なものは、経済産業省によ
る商業統計である。調査は、1927 年に開始されて以降、調査間隔の変遷を経て、現在（2011
年～）では経済センサス-活動調査（総務省統計局）の実施の 2 年後に実施されている。参
考までに近年の商業統計実施年を挙げると、1997 年、2002 年、2007 年、2014 年となっ
ている。最新の調査である 2014 年 7 月 1 日現在の確定値の公表までは完了している。商
業統計における商店街の分類方法を確認する場合、統計結果の二次加工による「立地環境
特性」に着目した統計概況から読み取ることができる。以下の表は、統計結果の二次加工
までが完了している 2007 年の統計概況からの抜粋である。これを参照すると、商業統計
における商店街とは、都市計画法の土地区分を基本としつつ、「30 店舗以上」が近接する
地区であることがわかる。 
ただ、この商店街の定義の場合、明記してあるように「ショッピングセンター」や「駅
ビル、寄合百貨店」なども「一つの商店街」として数えられている点に注意が必要である。
2007 年の「商店街」（商業集積地区）にある小売業の事業所数は 42 万 7463 事業所であり、
小売業全体の 38.0%を占めている。 
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表 1 立地環境特性の区分及び定義 
 
（平成 19 年商業統計表（二次加工統計表）より抜粋） 
 
 
2.2 商店街実態調査（中小企業庁）による商店街分類 
 商業統計は、小売業の全体像を明らかにするものであり、商店街に焦点を当てたもので
はない。商店街を取り上げている公共的な統計として、中小企業庁の実施している商店街
実態調査がある。この調査は、1970 年の開始以降、2012 年までに 11 回実施されている
（2015 年度の結果が 2016 年 3 月に公表されると思われる）。 
まずは、この調査がどのような対象を商店街として認識しているのか、以下の表 2 を確
認する。参照可能な中の最新版である、2012 年 11 月 1 日現在の調査結果をまとめた平成
24 年度商店街実態報告書（概要版）から抜粋した表 2 の注を見ると、この調査でいう商店
街とは、何らかの商店街組合が形成されている地区を指していることがわかる（経済産業
省中小企業庁編 2013a:1）。そして、その商店街組合には公認団体と任意団体の両方を含ん
でいることが明記されている。平成 24 年度商店街実態報告書（詳細版）によれば、日本
における商店街は、商店街振興組合法に基づく「商店街振興組合」と、中小企業等協同組
合法に基づく「事業協同組合」と、非法人である「任意団体」で構成されているという（経
済産業省中小企業庁編 2013b:9）。この定義による商店街の場合、2012 年の時点で 14,989
の商店街（組合）が存在していることになる。 
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表 2 商店街実態調査の調査概要 
 
(「平成 24 年度商店街実態調査報告書」（概要版）より) 
 
 次に、商店街実態調査における、調査結果を受けて作成された報告書での商店街分類を
表 3 から確認していく。報告書での商店街分類は、消費者の購買行動から導き出したもの
となっている（経済産業省中小企業庁編 2013a:2）。2012 年の調査結果に基づくと、近隣
型商店街：57.2%、地域型商店街：30.3％、広域型商店街：5.8％、超広域型商店街：1.8％
という結果が出ており、近隣型商店街と地域型商店街が大半を占めていることがわかる（経
済産業省中小企業庁編 2013b:125）。 
 
表 3 商店街実態調査における商店街分類 
 
(「平成 24 年度 商店街実態調査報告書」（概要版）より) 
 
 以上、簡単に商店街実態報告書の内容を確認してきた。その調査対象は商店街組織であ
り、１つ商店街を１つの商店街組織の有無で判断していることがわかる。また、調査の分
析段階では、消費者の購買行動に基づいた商店街分類をしていることが把握できた。 
－ 56 －
  
 
 
2.3 「がんばる商店街」の選定（中小企業庁） 
 商店街実態調査における商店街分類（表 3）は、中小企業庁が行っている「がんばる商
店街」の認定の際にも参照されている。「がんばる商店街」は、特色ある取り組みをしてい
る商店街を好例として選定するものであり、2006 年の「がんばる商店街 77 選」以降、2009
年「新・がんばる商店街 77 選」、2014 年「がんばる商店街 30 選」の 3 回が行われている。
それぞれ冊子として編集されており、中小企業庁のホームページ上で閲覧ができるように
なっている。この冊子に掲載されている商店街は、それぞれ商店街実態調査における商店
街分類の記載がある。この商店街分類を基本としつつ、それぞれの冊子では、商店街の取
り上げ方が異なるので、その差異について以下に述べていく。 
 最初の「がんばる商店街」選定となった 2006 年「がんばる商店街 77 選」では、表紙に
「にぎわいあふれるまちづくりに向けて」という副題が付いている。そして、各商店街の
取り組みを「にぎわいあふれる商店街」「アイデア商店街」「まちづくりと一体となった商
業活動」の 3 つの項目に分類して評価している。商店街の活動が「にぎわい」や「まちづ
くり」と関連づけされて評価されていることが見出せる（経済産業省中小企業庁編 2006）。 
次に、2009 年「新・がんばる商店街 77 選」では、副題が「地域コミュニティの担い手
をめざして」という文言に変更している。2006 年版の 3 つの項目による分類はなくなり、
各商店街の中心的な人物を紹介する「この商店街にこの人あり」というコーナーが新設さ
れている。商店街の活動が「地域コミュニティ」と関連づけられており、活動の担い手に
注目して評価していることが見出せる（経済産業省中小企業庁編 2009）。 
最新の 2014 年「がんばる商店街 30 選」では、副題が明記されなくなったため編集意図
を読み取りにくいが、2009 年版の「この商店街にこの人あり」が「キーパーソン」という
コーナーになり、記事量が拡大していることから、活動の担い手に注目している傾向は引
き継いでいると解釈できる（経済産業省中小企業庁編 2015）。 
「がんばる商店街」の選定の変遷を概観することで、商店街実態調査における商店街分
類を基本としつつも、評価をする際に商店街をどのように位置づけ分類しているのかが見
出せた。つまり、商店街の活動がまちづくりと関連しているか否かが、行政の評価側から
見た商店街分類の基準になる傾向があると見出せたのである。 
 
2.4 小括 
ここまで、政策による商店街分類を確認してきた。行政の商店街分類は、用途地域を分
類する都市計画法や商店街組織を認定する商店街振興組合法などを根拠としつつ、おおま
かな商圏範囲（空間や、空間を規定する組織、空間での購買行動による把握）によって分
類されている。政策上、商店街を把握し、管理するには向いている空間的観点に重きを置
いた分類と考えられる。その一方で、時間的観点は反映されにくく、地域文化などの社会
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的な位置づけは把握しづらいことが難点といえる分類だろう。 
ただ、「がんばる商店街」の選定に見られるように、行政が評価の立場に立つと、商店街
の活動とまちづくりの関連度が評価の高低分類に反映されている。このことから、商店街
の社会的機能、具体的には「キーパーソン」への注目などに見られる、まちづくりの主体
として商店街が参照されているとうかがえる。こうした近年の商店街の活動とまちづくり
の関連はいつ頃からの傾向なのか、また、まちづくりの主体としての商店街がもつ社会的
機能とはどのようなものか、次節では商学における議論から確認していく。 
 
 
３ 商学による商店街研究 
3.1 商店街組織の地域活動 
商店街組織による地域活動について、経済評論家の中沢孝夫は「商店街の復活」という
よりも「まちづくり」であることを指摘している（中沢 2001:175）。ここで言われている
商店街組織による地域活動は 2000 年前後を「元年」としており、その根拠を中小企業基
本法の 36 年ぶりの改正（1999 年）に見出している。法の改正によって「大企業との格差
是正」＝「全体の底上げ」から「多様で活力のある中小企業の支援」＝「がんばるところ
を支援する」へと政策方針が方向転換しているという（中沢 2001:24-26）。更に中沢は、
商店街組織による地域活動の担い手について「商店街の内部の人間と、地域の普通の市民」
であり、「ボランタリーに取り組みはじめた」ことを特徴として挙げている（中沢
2001:24-25）。このことから、商店街組織に属する店主たちと地域活動の関係性がまちづ
くり志向になっていると見出せる。 
商業学が専門で、「がんばる商店街」の 2006 年版、2009 年版の検討委員の 1 人でもあ
った石原武政によれば、1998 年の中心市街地活性化法と改正都市計画法の施行が小売業に
おける「まちづくり」の機運の高まりであると指摘しており中沢の指摘する時期と近い（石
原 2000）。こうした指摘の根底には「どう考えても都市にははなやいだ中心部が必要だし、
中心部には欲望を刺激し消費を演出する小売業が必要だ」（石原 2000:60）という考えがあ
り、小売業の中でも特に「商店街は中心部の賑わいづくりの象徴」であるという石原の考
えがある（石原 2009:139）。また、複数の店舗を同時に見て回る「買い回り」（shopping）
にも着目している前提がある（石原 2009:134-137）。 
 中沢と石原の議論から、商店街の活動は単に売り上げの高低を気にする商業活動ではな
く、まちづくりとしての地域活動になっていることが見出せる。そして、この傾向は 1998
年以降の展開であることが各法律の制定を根拠に述べられている。近年の商店街への注目
は、1998 年頃を出発点としていると見てよいだろう。 
 近年の商店街論を時間的観点から見た際の射程が確認できたところで、更に空間的観点
の射程について言及すると、商学では中心市街地（都市の中心部）という前提があるよう
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だと石原の議論から見出せる。次項では、商店街から少し視野を広げて、地域商業におけ
る議論を取り上げていく。 
 
3.2 地域商業の議論 
流通政策論の渡辺達朗は、地域商業の議論をする中で「都市の活力」と「地域商業の活
気」の相互規定性を重視している。そして、流通から地域商業に関わる 3 つの調整機構と
して、①市場的調整（購買行動の変化など地域商業の構造変化によるもの）、②政策的調整
（郊外への開発誘致政策など都市政策によるもの）、③社会的調整（第３の調整機構とも呼
ばれる、市場競争以外の方法で調整していくもの）を挙げた上で、「市場的調整と政策的調
整を補完する第 3 の調整機構が重要」（渡辺 2010:161）だと主張している。 
この背景として、歴史的には①②重視の時代が長く続いたが、「商業まちづくり政策」
の展開（1998～）により③の推進が整備されていくことを挙げており、中沢や石原の主張
と一致する。具体的には、1998 年のまちづくり三法（中心市街地活性化法、大規模小売店
舗立地法、改正都市計画法）によって、既存の「中小小売商のための商店街活性化」とい
う枠を超える意図のもと、「総合的な観点から地域の商業機能を有機的に関連づける」（渡
辺 2010:158）ことが推進されたという。そして、あくまでも支援の対象は「社会的機能と
しての地域商業」（①②重視の時代と差異化）だと留意を促している。 
その後、1998 年のまちづくり三法（現在では旧三法とも言われている）は、成果が思う
ように振るわず、2006 年にまちづくり三法の抜本的な見直し（都市計画法の改正によるス
プロール的な（無秩序な）郊外開発の規制強化、中心市街地活性化法の改正による都市機
能集約（コンパクト・シティ）の強化、背景である人口減少という社会構造そのものの変
動への考慮）へと「商業まちづくり政策」の展開が続いていく。 
 以上のように、渡辺は「商業まちづくり政策」に着目しつつ、都市（特に中心市街地）
と地域商業の相互規定性を重視した議論をしている。その中で地域商業にかかわる３つの
調整機構「市場的調整」「政策的調整」「社会的調整」のうち、第 3 の調整機構である「社
会的調整」の促進を提唱している。具体的には、地域商業の魅力の再構築を展望しており、
商店街の商店が集ってきたことで今に至る「集積としての魅力」と、現状の地域における
「魅力にかかわる取り組み」双方の促進や、新規参入による地域商業集積の形成・再編（若
者の動きを活性化する基盤づくり）を提唱している(5)（渡辺 2010:165-166）。 
 
3.3 小括 
ここまで、近年の商店街の活動とまちづくりの関連はいつ頃からの傾向なのか、及び、
まちづくりの主体としての商店街がもつ社会的機能とはどのようなものか、商学における
議論から確認してきた。中沢、石原、渡辺の議論によれば、1998 年以降の「商業まちづく
り政策」の展開を契機として見ることが妥当だと言える。また、商店街とまちづくりを関
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連させて議論する場合、中心市街地（都市の中心部）の「にぎわい」を取り上げている傾
向が見出せた。具体的には、近年のまちづくりと関連した商店街論は、中心市街地におけ
る「社会的調整」の促進を指していると渡辺の議論から理解できた。この「社会的調整」
は、新が展望する「地域社会の自律につながる規制」と重なると考えられる。 
 
 
４ おわりに 
4.1 社会的機能を拡張する商店街 
これまでに商店街が果たしてきた社会的機能は、社会史論から見出せた自営業者層の受
け入れによる高度経済成長期の一翼を担った機能と、地域社会論から見出せた地域文化の
維持機能が挙げられる。その一方で、商店街は社会政策と相まって硬直的な組織体質に至
り、若手自営業者層の地域活動と対立するケースも出てきており、商店街（組織）の要／
不要論のように、商店街の社会的機能が不全に陥っているという指摘も少なくない。 
 しかし、近年積み重ねられている政策上の評価は、まちづくりの主体としての商店街の
社会的機能に注目している。その社会的機能について、中心市街地（都市の中心部）にお
ける「にぎわい」の創出機能や、地域商業の「社会的調整」が作動する場の機能として商
学研究の知見がまとめられている。こうした、まちづくりという地域社会への包括的な視
点が、全国的な政策評価や政策対象になって「商業まちづくり政策」として表れている近
年の流れは、都市を形成する結節機関の１つとしての商店街組織が注目されている傾向と
して考えられる。 
ただ、近年の商店街とまちづくりを関連させる議論は、商店街のもつ商業機能とは異な
る機能（福祉やコミュニティ、文化維持など）へ社会的機能が拡張している。ここに、商
店街組織が鈴木の論じた頃とは別様の文脈で、都市の結節機関として再考されている傾向
を読み取ることができる。「中心市街地」や「社会的調整」と併せて議論される商店街には、
鈴木の時代とは異なる「都市のシンボル」（6）が求められているのかもしれない。 
 
4.2 まちづくり志向の商店街論に対する地域社会学的アプローチの方途 
以上の議論から、近年の商店街とまちづくりを関連させる議論をふまえた、商店街や商
店街組織についての地域社会学的アプローチをするにあたり、2 つのことが指摘できる。1
つは、社会史論における新の商店街分類に 4 つ目の段階（1998 年～）として、まちづく
りと協働する商店街についての区分を追加する必要性である。商学における「商業まちづ
くり政策」関連の知見から、この区分は必然であろう。 
そしてもう 1 つは、地域社会論において商店街組織に着目した研究の必要性である(7)。
今日の商店街と併せて語られるまちづくりが、「商業まちづくり政策」を背景とした「社会
的調整」による中心市街地の活性化（都市の中心部における「にぎわい」の創出）である
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場合、その「社会的調整」や「にぎわい」をどのように認識し評価するのだろうか（8）。別
の言い方をすれば、石原が提唱する「それぞれの地域の中に埋め込まれてきたルールを現
代風に取り戻し、新たな秩序を形成する」（石原 2010:11）ことの前段階として、「地域の
中に埋め込まれたルール」がどのように成立してきたのか、今日の商店街をめぐる「社会
的交流」を今後明らかにしていく必要がある。鈴木の言う「庶民としての小売商人達の自
己犠牲的商魂の現われ」が近年ではどのように観察されるのか描き出していく作業を積み
重ねていくことで、商店街論が形成されていくだろう。 
 
 
注 
            
(1)  本稿での商店街は、基本的に商店街組織によって運営されている商店街を前提にし
ている。後述する中小企業庁の商店街実態調査における調査対象の定義とほぼ同義である。 
(2)  本稿での社会的機能とは、地域社会における商業機能や街区形成機能を含んだ広義
のものであり、商業機能や街区形成機能などと並列される狭義のものではない。 
(3)  消費者の自己防衛に顕著な「協同組合の思想」が、零細小売商の組織化へと転用さ
れていったと指摘されている。 
(4)  例えば、都市祝祭研究において、祭の担い手として商店街組織が登場するが、多様
な担い手の１つに過ぎないということであり、第一義的な運営主体として浮上してこなく
側面的に登場する（松平 1990:209、田中 2007:130）。商店街組織に焦点を当てた地域活動
研究の蓄積が求められる。 
(5)  ただし、「若者たちが魅かれているのは、商店街という商業空間であって、商店街組
織では必ずしもない」（渡辺 2010:167）と忠告している。 
(6)  「都市のシンボル」と関連する議論として、都市祝祭研究におけるシンボル分析論
を伝統概念に注目して論じたことがある（伊藤 2015）。 
(7)  最近の研究でも、「特定の経営者の結社」を中心に据えた先行研究が少なく、その必
要性を論じる指摘がある（嶋田 2015:150）。 
(8)  市場競争以外の方法で調整していくものとされる「社会的調整」は、カール・ポラ
ンニーの「実体＝実在としての経済」や「互酬」という概念と関連があると考えているが、
この点は別稿としたい（Polanyi 1977=1980）。 
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